
１．当四半期決算の経営成績に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明 

当第２四半期累計期間において、売上高は、原料価格高騰に応じた化学製品を中心とした販売価

格の上昇および堅調な国内需要を背景とした機械製品等の出荷増により増加しましたが、営業利益

は、石炭市況の上昇やアンモニア工場の定期修理および生産トラブル、さらに合成ゴム市況の軟化

等の影響を受けました。営業外収益は、持分法適用関連会社の事業統合の影響等により増加しまし

た。 

この結果、当社グループの連結業績は、次のとおりとなりました。 

 

        単位：億円 

項   目 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 
親会社株主に帰属

する四半期純利益 

当第２四半期① ３，４８２ １５０ １８６ １２３ 

前 年 同 期② ３，２７１ ２２６ ２３７ １５７ 

差異①－② ２１１ △７５ △５０ △３４ 

増  減  率 ６．５％ △３３．５％ △２１．２％ △２１．７％ 

 

 

（２）セグメント別の説明 

 

（売上高）       単位：億円 

セグメント 当第２四半期① 前年同期② 差異①－② 増減率 

化学 １，５１６ １，４６３ ５３ ３．６％ 

医薬 ３３ ５１ △１７ △３４．２％ 

建設資材 １，１９４ １，１５９ ３５ ３．０％ 

機械 ４３２ ３５７ ７４ ２０．８％ 

エネルギー・環境 ３８５ ３３０ ５４ １６．７％ 

その他 ２２ ２２ △０ △０．７％ 

調整額 △１０２ △１１３ １１ － 

合計 ３，４８２ ３，２７１ ２１１ ６．５％ 

 

 

（営業利益）       単位：億円 

セグメント 当第２四半期① 前年同期② 差異①－② 増減率 

化学 ８２ １３３ △５０ △３８．０％ 

医薬 △０ １６ △１６ － 

建設資材 ４５ ５８ △１２ △２１．７％ 

機械 １３ １３ ０ ３．１％ 

エネルギー・環境 １０ ６ ３ ６１．０％ 

その他 ２ ２ △０ △１５．９％ 

調整額 △３ △４ ０ － 

合計 １５０ ２２６ △７５ △３３．５％ 
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化学 … 増収減益 

■ナイロン・ラクタム・工業薬品事業 

ラクタム事業は、中国市場を中心に販売価格が是正されたことにより、増収となりました。 

ナイロン事業は、スペインで生産能力増強を行い販売数量が増加したことにより、増収となりま

した。 

工業薬品事業は、アンモニア工場の隔年実施の定期修理およびその後の生産トラブルの影響で生

産・出荷が減少したことにより、減収となりました。 

ナイロン・ラクタム・工業薬品事業全体としては、アンモニア工場の定期修理等の影響により、

増収減益となりました。 

■合成ゴム事業は、タイヤ用途を中心に出荷は概ね堅調でしたが、原料価格上昇の中で製品価格が

下落したこと等により、減収減益となりました。 

■電池材料・ファイン事業 

電池材料事業は、車載向けを中心とした堅調な需要を背景にセパレータの生産能力増強を行い、

販売数量が増加したことにより、増収となりました。 

ファイン事業は、総じて販売価格が上昇したことにより、増収となりました。 

電池材料・ファイン事業全体としては、セパレータ拡販の効果が大きく、増収増益となりまし

た。 

■ポリイミド・機能品事業 

ポリイミド事業は、回路基板向けを中心にフィルムの販売数量が堅調に推移したことおよび有機

ELパネル向けワニス販売数量が増加したことにより、増収となりました。 

ポリイミド・機能品事業全体としては、連結子会社の減益の影響により、増収減益となりまし

た。 

 

医薬 … 減収減益 

■医薬事業は、自社医薬品のロイヤリティ収入と販売数量が減少したことにより、減収減益となり

ました。 

 

建設資材 … 増収減益 

■セメント・生コン事業は、販売が堅調に推移したことにより、増収となりました。なお、石炭価

格上昇の影響を受けました。 

■カルシア・マグネシア事業は、販売数量の増加および販売価格の改善により、増収となりまし

た。 

■建設資材セグメント全体としては、石炭価格上昇の影響が大きく、増収減益となりました。 

 

機械 … 増収増益 

■成形機・産機事業は、製品の販売が堅調だったことにより、増収となりました。 

■製鋼事業は、原材料価格の高止まりに伴い販売価格が上昇したことにより、増収となりました。 

■機械セグメント全体としては、製品の販売好調による影響が大きく、増収増益となりました。 

 

エネルギー・環境 … 増収増益 

■石炭事業は、石炭市況の影響で販売価格が上昇したことにより、増収となりました。 

■電力事業は、IPP発電所定期修理の非実施年のため売電量が増加したことにより、増収となりまし

た。 

■エネルギー・環境セグメント全体としては、IPP発電所の隔年実施の定期修理を行わなかった影響

が大きく、増収増益となりました。 

 

その他 … 減収減益 
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